
補助金分類チェック表（平成19年6月　見直し基準より）
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対象（受益者）が特定されていない事業
補助制度である。

○補助金（d2）
早急に広く市民一般を対
象とする事業の実施割合
を増やすことに努める。

公益的な事業実施を基本とする公募型
の補助へと切り替え等を行う。

補助対象経費と補助対象外経費を
明確に区分するシステムを整備し

適正化を図る。

法令等により活動や存在が奨励されていることや公
益的な事業の実施において市を補完しており他に同
様な団体が存在していない。

○補助金（a）
事務事業評価を活用
し、毎年検討する。

効果を生んでいる補助金かどうか
（点数化）
○目的・効果の妥当性
○効果の範囲及び実効性
○経費の適正度
○発展性・普遍性

○補助金（b）
自立化を含め事業効果
を上げる工夫等により、
さらに公益性を高めるよ
う努める。

○補助金（c）
市民一般を対象とする事
業の実施割合を増やし、
さらに公益性を高めるよう
努める。

○補助金（d1）
広く市民一般を対象とする
事業の実施に努めるととも
に公平性が確保される補
助制度へ切り替える。


